
１．はじめに

　奈良教育大学は、院生定員１学年20名、スタッフ14

名（専任８名、兼担４名、みなし専任２名）という小

規模な体制で，平成19年12月３日に認可を得、平成20

年４月に教職大学院（正式名称としては、奈良教育大

学大学院教育学研究科専門職学位課程 教職開発専攻）

をスタートさせた。小規模でありながら、新設した教

職大学院棟（２階建て：40人収容の１教室、20人収容

の１教室、図書室、40人収容の院生室、８研究室）を

持ち，教員スタッフも14名のうち、実務家専任３名、

実務家みなし専任２名、教職経験者10名という構成を

持つことができている。また専門に関わっては、教育

方法・教育課程・教育評価・教育臨床，学校経営など

の教職科目を専門とする教員に加え、教科教育に関

わっても入学する院生の要望に応じて、ほぼ全教科に

対応できる専門性とその担当教職経験を持つ教員を配

置することができた。さらに、学内非常勤として、既

設の教育学研究科の専攻からの科目担当支援もあり、

開講科目数は絞ったが内容に現代的な教育課題を取り

上げるバリエーションにとんだ充実したカリキュラム

を準備することができた。本報告においては、この開

講された大学院での萌芽的取組として施設の整備を対

象に、その設計構想、成果と課題について述べていく。

　このような報告をする理由は、以下の通りである。

　まず、現在教職大学院に関わって言及ないし、報告

されている論考を調べてみる と 、そこには、制度設計
１）

や政策、各大学院の運営のあり方、そこで目指すもの、

具体的な取組、教職大学院の持ちうる教師教育、並び

に大学院教育全般に対する影響と課題などについて論

じられているが、施設の設計・運用などについて具体

的に論及する先行研究を見出すことは出来なかった。

　また、高等教育における施設に関する研究としては、

早いもので、石井、篠塚、三沢（1965）による「国立

大学の教育環境」の研究など、学生一人あたりの利用

単位面積や自然環境と施設の関係他を調べた研究から、

施設・環境を総合的に企画・管理・活用する経営管理

手法（ＦＭ：ファシリティマネジメント）を用いた研

究（平賀、杉田、村川、近藤 2005a、2005b、 2007）、

建物の空間構成と使われ方に言及し施設整備を検討す

る研究（櫻木、藍澤、菅原 2005）、またマルティメディ

ア環境の整備の整備に関わる研究（後藤 2000）、学生

への効果的な情報提供システムについての研究（川本、

弘中、寺内、前田 1994）、さらに、身体障害者に対す
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る施設設備の配慮に関する研究（白石 2001）など、参

考になる研究も存在するが、大学院棟の教育環境に関

する研究を見出すことは出来なかった。

　今後、教職大学院が、その意図するスクール・リー

ダーとしての教員、学校の組織的教育力を上げていく

ための実践的なリーダーとしての教員を育成していく

ことを目指すならば、その目的に応じた教育環境の設

計、及びその施設整備・運用評価についての研究が今

後さらに求められてくると考えられる。

　そこで、本報告では、奈良教育大学大学院教育学研

究科教職開発専攻の施設整備に焦点化して、今後の取

組への礎を作ることを目指した。

２．教職大学院棟整備計画

　本学の教職大学院は、教員の指導体制や授業の形態、

修論の作成方法等が現行の大学院と大きく異なってい

る。「学校実践Ⅰ～Ⅳ」の科目では、院生が協力校へ

授業観察や授業研究などで集団で移動したり、協力校

で現場の教師と研究討議をすることが多い。また、院

生の指導全般は教員が集団指導体制で行い、修論も

ポートフォリオの提出を義務づけている（教育目的に

沿った学習環境の構成、そのコンセプトのデザインに

ついては、小柳2008参照）。そのため、教職大学院では、

普段から院生同士や教員とのコミュニケーションをは

かることが大変重要である。準備室ではこれらの教育

環境を整えるために、独立した建物に専任指導教員の

研究室を集中配置し、院生全員が同時にパソコン通信

することが可能な院生室、授業や研究討議を行う演習

室（複数）、資料を閲覧する図書室等を設けることを

計画案とした。

２．１．学生会館改修案

　教職大学院棟の配置計画は、平成19年４月初旬に施

設整備委員会から学生会館を改修し、１、２階の522㎡

を教職大学院にあてる案が示された。準備室ではこの

案を検討し、１階に演習室４部屋、２階に院生室２部

屋と教員研究室８室を配置する案を５月初旬にまとめ

た。各室の広さについては下記の通りである。

　　１階：演習室…４室（42㎡×２、29㎡×２）

　　２階：研究室…８室（20～27㎡）

　　　　　院生室…２室（82㎡、14㎡）

　この案では、２階の院生室（82㎡）に院生の定員数

である40台の机を並べるためには、机の大きさは最大

でＷ1100×Ｄ700になることが分かった。ロッカー類の

設置を考えるとＷ800の机にしても各机に人が座るとか

なり手狭な状態になると予想された。また、１階の西

側の82㎡の部屋が共同談話室として使用されるため、

この部屋を利用する学生が授業中でも演習室横の廊下

を往き来することになり、授業に悪影響が出ると予想

された。これら以外にも学生会館改修案は問題点が多

く、教育環境は甚だ劣悪なため教職大学院としては不

適切な案であると判断した。

２．２．新棟建設案

　学生会館改修案は、準備室からの反対だけでなく学

生会館を使用しているクラブの学生や学生自治会から

の反対などがあり、暗礁に乗り上げた状態になったが、

2007年10月に施設整備委員会から付属小学校南側の駐

車場に教職大学院棟を新たに建設する案が示された。

新棟は、プレハブ２階建て構造で、総床面積は約500㎡

である。学生会館改修案より床面積はやや少ないが、

準備室ではこの案を了承し、配置の検討を行った。

新棟の配置図を図１・２に示す。

３．教職大学院棟内の配置計画

　教職大学院棟には、13室の部屋が設けられ、各部屋

には、ＬＡＮ接続端子、ディジタルＴＶ放送アンテナ

端子が設置された。棟内の空調はガスヒートポンプエ

アコン方式で、室外機は院棟外部の南東側に設置され

た。また、院生の会議で投票により、１階の演習室に
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図１　教職大学院棟１階配置図

図２　教職大学院棟２階配置図



は「すばる」、２階の演習室には「ひらく」という名

称がつけられた。

　＜１階＞

　　院生室…１室（90㎡）、演習室…１室（48㎡）

　　図書室…１室（34㎡）

　＜２階＞

　　研究室…８室（19㎡）、演習室…１室（29㎡）

　　印刷室…１室（９㎡）

３．１．院生室（１階）

　院生室には構造用の柱が２本立っているため、Ｗ800

×Ｄ700×Ｈ700の薄灰色の机を10台ずつ向かい合わせ

にして４グループを設置した。各机にはパソコン用の

ＬＡＮケーブルと電源用の配線を床から取り出せるよ

うにした。また、各机の境には、机の個人使用の観点

から高さが約35cmのクロスタイプのパネルを取り付け

た。

　イスは肘なしタイプであるが、院生がパソコンを長

時間操作することが予想されるため、色は濃灰色とし、

クッション性の良いものを選定した。また、個人用と

して鍵付きのスクールロッカーを３台、院生の連絡用

として壁面に磁石・押しピン両対応の掲示板を１枚設

置した。ＬＡＮ接続は、パソコン操作に慣れていない

院生がいることが予想されたため、ケーブル接続にし

た。ＬＡＮケーブルはフラットタイプとし、延長コー

ドとセットで貸与することにした。また、院生室の鍵

の保管の問題から、西側出入り口をナンバーロック式

キーに変更した。

３．２．演習室［すばる］（１階）

　講義を行う場合、机とイスは一人につき一組ずつあ

るのが一般的であるが、１階の演習室は講義だけでな

く、研究討議、研究発表、演習、簡単な実習、会議等、

様々な形態で使用される。そのため、机は折りたたみ

式でキャスター付きの長机とし、大きさはＷ1800×Ｄ

450×Ｈ700とした。天板の色は部屋の色調と調和する

よう薄茶色とし、前板はアクセントをつけるために濃

茶色とした。イスは座ったまま動くことができること、

長時間座っても疲れが出にくいこと、収納時に重ねる

ことができることなどを考慮して、キャスター付きで

肘なしではあるが、背もたれにエアクッションが付い

たものを選定した。色は、エアクッションの色が薄茶

色であったため、全体の色調を合わせるために白とし

た。演習室はやや手狭なため、机は12台、イスは24脚

とした。

　演習室ではパソコンや視聴覚教材が使用されること

が多いため、インタラクティブスクリーンボード１台、

天井取り付け型プロジェクター１台、100インチ電動ス

クリーン１台、薄型ＴＶ１台、ハイビジョン対応型の

ＤＶＤレコーダとＢＤレコーダを各１台、拡声装置一

式、ＡＶ機器保管庫１台を設置した。また、ＬＡＮ接

続は、机やイスの移動が頻繁に行われるため無線接続

とし、親機を西側壁面上部に取り付けた。その他の設

備として教卓１台、両開きロッカー１台、掲示板１枚

を設置した。

３．３． 図書室（１階）

　図書室の書架は、当初移動式のものを設置する予定

であったが、床を補強する工事が必要であったり、院

生が使用するには利便性が悪いということもあり、ス

チール製の床置型とした。教職大学院の発足当初の蔵
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図３　院生室

図４　演習室［すばる］

図５　図書室



書は少ないと予想したため、Ｗ1800×Ｄ900×Ｈ700の

書架を６台設置した。しかし、地震対策を考えていな

かったことや他の部屋でこの書架を利用する希望が出

たため、教職大学院発足後、別枠予算で木製の書架を

製作することになった。材料はアガチスの集成材とし、

東側の壁面全体に合わせるように設計を行った。製作

は教職大学院の教員や技術科教育専修の学部学生が

行った。図書閲覧用の机は、Ｗ1800×Ｄ900×Ｈ700の

ものを中央に２台、Ｗ2000×Ｄ680×Ｈ720のものを西

側壁面に２台設置した。イスは薄いグレー系の肘付き

のものを12脚設置した。

　図書室では、図書閲覧だけでなく、個人研究や撮影

した授業のビデオ編集が行われるため、デスクトップ

型パソコン２台と無線ＬＡＮの親機１台を設置した。

また、50インチ薄型ＴＶ１台を大学から提供していた

だいたものを東側壁面に設置した。

３．４．演習室［ひらく］（２階）

　正方形の小部屋であるため、主に少人数向きの演習

室や教員の定例会議用として使用する。机とイスは、

１階の演習室と同じものとし、机は７台、イスは18脚

とした。

　この演習室でもパソコンや視聴覚教材が使用される

ことがある多いため、天井取り付け型プロジェクター

１台、100インチ電動スクリーン１台、21インチ液晶Ｔ

Ｖ１台、ハイビジョン対応ＤＶＤレコーダ１台、ＢＤ

レコーダ１台、ＡＶ機器保管庫１台を設置した。

　ＬＡＮ接続は、１階演習室と同じく机やイスの移動

が頻繁に行われるため、無線接続とし親機を東側壁面

上部に取り付けた。また、多くの学校に合わせて東側

の壁面にはホワイトボードではなく黒板を取り付けた。

その他の設備として教卓１台、掲示板１枚を設置した。

３．５．ＧＰ推進室［事務室］（２階）

　当初研究室１には、専任の指導教員が入る予定で

あったが、教員の職務の都合上、前所属課程の研究室

からの移動ができなかったため、20年度は教職大学院

専用の事務室及び講師の控え室として使用することと

し、名称を「ＧＰ推進室」とした。また、２階演習室

の視聴覚機器の保管と教職大学院共通所有の細かい機

器類や消耗品の管理等も行う部屋とした。これらを保

管するロッカーは、当初１階と２階の演習室で使用す

る予定をしていたものを利用することにした。

　なお20年度の備品管理や購入等の事務手続きは、事

務補佐の力を借りることにした。

３．６．印刷室（２階）

　ディジタル印刷機

とディジタル複合機

を１台ずつ設置し

た。印刷機は高速型

で、使い勝手を考慮

して自動原稿送り装

置、ＬＡＮユニット、

簡易編集モニタをオ

プションで装備し

た。ディジタル複合

機も高速型にした。

印刷用紙や印刷物を

収納するユニット棚

として、当初図書室

へ設置する予定で

あった書架を利用す

ることにした。

３．７．廊下（１階、２階）

　１階の廊下には、専任教員の松川の発案により教職

大学院の教員と学生が予定を共有できるよう、特注の

２ヶ月間の行事が掲示できるホワイトボードと教員や

院生が自由に自己発信できる掲示板を設置した。２階

演習室横にも特注の連絡用の掲示板を設置した。
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図６　演習室［ひらく］

図７　ＧＰ推進室（事務室・研究室）

図８　印刷室



４．パソコン、視聴覚機器類

　教職大学院の「学校実践」等の授業では、院生が教

育現場に赴き、授業観察、省察、研究討議、課題研究

などを行い、その結果をポートフォリオにまとめる形

態がとられる。そのため、院生は教育現場でパソコン

や視聴覚機器の操作を行う機会が多い。また、動画や

静止画、文書やプレゼン用等の資料を大学に持ち帰り、

編集や整理、発信等の作業を行う必要がある。そこで

準備室では、このような院生の活動を支援するために、

教育現場で使用することを想定したモバイル機器類と、

大学院での記録の整理や編集、保管等の作業を院生が

自由に行うことができる固定機器類の充実を図るよう

にした。

４．１．モバイル機器

４．１．１．ノートパソコン

　教職大学院では、２年コースの院生に、一人につき

一台のノートパソコンを貸与することにした。操作環

境を考慮して、ノートパソコンは、ＯＳがWindows 

Vista Business正規版、ＣＰＵがインテルCore ２ Duo、

内部メモリー容量が２ＧＢ、ＨＤ容量が80ＧＢ、質量

が約１．３㎏のものを選定した。ノートパソコンの機能

を補うため補助装置として、容量が320ＧＢのポータブ

ルＨＤＤとマルチカードリーダーを選定した。ノート

パソコンの主な搭載ソフトウエアは、Ms Office 

Professional 2007、Just suite 2008、Adobe Creative 

Suite ３ Web Premium、Filemaker Pro ９とし、院生

が行ういろいろな処理ができるよう配慮した。20年度

入学生のためのノートパソコンの台数は21台としたが、

21年度の入学生に貸与するパソコンについては、20年

度中に新たな購入計画をたてることにした。

４．１．２．視聴覚機器

　教育現場へ持参するプロジェクターとスクリーンは

持ち運びのことを考慮してできるだけ小型で軽量のも

のとし、台数は３台とした。プロジェクターは、３Ｌ

ＣＤ方式で輝度が2200ｌｍ、質量が約２kgのもの、スク

リーンは、画面サイズが50インチのロール型とし、質

量は約２.５㎏のものを選定した。

　ビデオカメラとスチルカメラは、狭い教室で使用す

ることを考慮して小型で操作性が簡易なものとした。

また、カメラ用の三脚は、質量が約１．５㎏の堅固なビ

デオカメラ用のものとした。台数は、同時に複数の教

育現場に行くことを考慮してそれぞれ10台ずつとした。

　ディジタルビデオカメラは、記録画素数がスタンダー

ド画質で最大400万画素相当、動画時の有効画素数が

16：９画面で149万画素、４：３画面で112万画素、記

録メディアが30ＧＢのＨＤＤを搭載したものを選定し

た。また、授業時の指導者の音声を明確に録音するた

め、ワイヤレスマイクロホン対応型とした。

　ディジタルスチルカメラは、有効画素数が1210万画

素、液晶モニターサイズが２.５型、内蔵のメモリー容

量が30ＭＢとのものを選定した。

　研究協議会等の音声記録用機器は、パソコンにダイ

レクトに接続してファイルの編集や保管ができるＩＣ

レコーダとした。ＩＣレコーダは、記録媒体容量が２

ＧＢ、質量が電池を含めて約50ｇ、録音時間が約560時

間のものを選定し、台数は10台とした。

４．２．固定機器

４．２．１．デスクトップ型パソコン

　主に動画編集用として、ＶＲＡＭが256ＭＢ、内部メ

モリー容量が３ＧＢ、ＨＤＤ容量が500ＧＢのデスク

トップ型パソコン２台を図書室に設置した。主な搭載

ソフトウエアは、Ms Office Professional 2007、Adobe 

Creative Suite 3 Production Premiumとした。また、

動画データは大きいため、容量が１ＴＢのＬＡＮ接続

型ＨＤＤを図書室に設置した。

　プリンタは高速印刷用のカラーレーザープリンタと、

スキャナ/インクジェットプリンタをそれぞれ５台づつ

選定し、院生室、図書室、演習室に分散して設置し、

院生が大学院棟内でいつでも自由に使用できるように

した。現在プリンタとパソコンはＵＳＢ接続であるが、
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図９　廊下の活用

図10　ビデオ編集機器



ＬＡＮ接続に変更する予定である。

４．２．２．視聴覚機器

　主にプレゼンテーション用に使用するプロジェクター

とスクリーンは、１階と２階の演習室に同じものを設

置した。プロジェクターは、天井吊り下げ式とし、液

晶３ＬＣＤ方式で、輝度が3000ｌｍ、投影画面サイズが

最大300（対角線）インチのものを選定した。またスク

リーンは、天井埋め込み式とし、モーター出力が170Ｗ

の電動型で、有効画面サイズはＷ2214×Ｈ1245mm（100

インチ）のものを選定した。

４．３．教員用機器

　教員の教材や資料印刷用として、印刷室にディジタ

ル印刷機とディジタル複合機各１台を設置した。これ

らの機器は院生も自由に使用できるが、印刷機には印

刷枚数を制限するカード読み取り装置を取り付けた。

院生には、一年間で10,000枚の印刷制限を設けたカード

を各自に持たせた。ディジタル複合機には印刷枚数の

制限を設けないが、使用するときに暗証番号を入力す

るテンキー装置を取り付けた。

　視聴覚機器としては先進性を考慮して、１階演習室

に有効画面サイズがＷ1605×Ｈ1204mmのインタラク

ティブスクリーンボードを１台、１階と２階の演習室

にＢＤレコーダ、ハイビジョン対応型ＤＶＤレコーダ、

専用移動台付21インチ液晶ＴＶを各１台設置した。Ｖ

ＨＳ教材を使用される指導教員が多いため、ＤＶＤレ

コーダはＨＤＤとＶＨＳテープが使用できるものを選

定した。

５．今後の課題

　教職大学院が開設されて23人の院生が大学院に入学

してから約８ヶ月経過した。その間、教職大学院の設

備関係を見ると、院生に貸与したノートパソコンの数

台でソフトウエアの不具合が発生したため、ポートフォ

リオ作成等に問題が生じたり、無線ＬＡＮの親機の設

置が学術情報研究センターとの手続き上の問題で遅れ

たりしたが、教育環境を阻害するような大きな障害は

生じていないと言える。

　部屋の使用状況も今のところ大きな問題はないが、

院生室や演習室の床面積が少ないため、多人数の授業

や院生の集会等では手狭感がある。また、来年度に20

名の院生が入学してくることを考慮すると、各部屋の

什器類の個数や配置等について再考する必要があると

考えている。

６．おわりに

　20年度には学部と教職大学院を兼任する教員が４名

いるが、22年度には全員が教職大学院に移動する予定

である。また、来年度以降の入学生数や３、４年コー

スの学生数を考慮すると、現在の教職大学院棟以外に

教員数や院生数に応じた研究室や演習室の配置計画を

行う必要がある。また今後、教職大学院が目標とする

優秀な実践的指導力を持つスクールリーダーを養成し

ていくためにも、教職大学院の教育環境に関わる施設

整備やその運用方法等についての研究を継続して行っ

ていく必要があるといえる。
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